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研究成果の概要（和文）：本研究では、排出削減のための財・サービス(以下、環境財)を供給する環境産業の役割に着
目し、排出税や国内環境産業の助成政策が、総排出量や経済厚生に及ぼす影響を分析した。その際、環境産業の雇用効
果を分析にするために、公正賃金に基づく失業を導入している。そして、環境財購入への補助金と環境産業への補助金
の効果を比較検討し、環境産業が汚染物質を排出する最終財産業よりも熟練労働集約的であるならば、環境財購入補助
金は総排出量を増加させるが失業率を改善すること、排出税と環境産業への補助金の効果はこれと逆になることを明ら
かにした。

その他、独占リサイクル材市場とリサイクルコンテント基準に関する論文も執筆した。

研究成果の概要（英文）：Through this research, we focued on the role of eco-industries which provide 
environmental goods and services. Concretely, we set up the model involving an external diseconomy and 
unemployment associated with the fair wage effort hypothesis, and then investigate the effects of an 
emission tax, a subsidy for purchasing environmental goods in the downstream polluting industry, and a 
subsidy to the upstream eco-industry. We then show that, if the eco-industry is skilled labor intensive 
relative to the polluting final goods industry, the subsidy for purchasing environmental goods decreases 
the unemployment rate of unskilled labor while it may increase the total emissions. On the other hand, 
the emission tax and the subsidy to eco-industry firms worsen the unemployment rate though these policies 
definitely decrease the total emissions.

Besides, we also wrote the paper regarding Recycled Content Standards in the case where there is an 
monopoly firm in a recycled materials market.

研究分野：国際貿易
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１．研究開始当初の背景 

21世紀に入り、地域的な環境問題だけでな

く、地球温暖化のようにグローバルな環境問

題への懸念が一層高まりを見せる中で、廃棄

物の回収・処理やリサイクル、大気汚染浄化

装置、温室効果ガスのモニタリング装置など

環境改善のための財・サービスを供給する産

業、いわゆる環境産業が注目を集めていた。  

OECD(2001)などでも言及されているよう

に、環境産業には単に環境を改善する役割だ

けでなく、雇用の受け皿としての役割も期待

されている。しかしながら、これまでの研究

では環境産業の発展が雇用対策、特に失業の

緩和につながるのかという点は、必ずしも明

らかにされていなかった。 

特に、環境産業から供給される財・サービ

スの購入、あるいは生産に対して、助成政策

が行われていることから、このような政策が

雇用や環境にどのような影響を及ぼすのか

を、理論的な枠組みの中でしっかりと把握し

たいというのが、本研究開始するに至った背

景である。 

 

２．研究の目的 

 日本やアメリカ、イギリスなど、先進国の

関連企業は、例えば排出削減のための財・サ

ービスを(微粒子除去フィルターなど)、貿易

や直接投資を通じて国外にも供給している。

そのため、本研究では環境問題と失業の存在

を同時的に考慮した貿易モデルを構築し、そ

の上で環境政策(特に、排出削減のための財・

サービスの生産補助金と購入補助金)や貿易

政策が、（１）国内環境産業の拡大・縮小に

与える影響、そして、（２）雇用への影響を、

明らかにする。 

そして、外部不経済と失業という2つの市場

の歪みを是正するための最善な政策の組み合

わせや、失業と環境問題を同時的に是正する

次善の政策について、体系的に提示すること

を目的としている。 

３．研究の方法 

環境産業と失業の存在を同時的に考慮し

た貿易モデルを構築し、分析を行う場合、

（１）市場構造(完全競争、独占、寡占、独占

的競争)と、（２）失業のタイプ(効率賃金仮説、

摩擦的失業など)に応じて、様々な分析パター

ンが考えられる。 

Sinclair-Desgagné(2008)が指摘するよう

に、一部の環境産業は寡占的な市場構造にな

っている。この点を踏まえて、本研究では、

（１）については、完全競争市場か寡占市場

のどちらかを想定する。一方、（２）につい

ては、近年、効率賃金仮説の一種として、熟

練労働者と非熟練労働者の賃金格差と努力

水準の関係に関する公正賃金の分析が盛ん

に行われていることから、公正賃金に基づく

失業を想定する。 

また、（３）環境産業のタイプとしては、

排出削減のための財・サービスを想定する場

合とリサイクル材の供給を想定する場合が

ある。さらに、モデル分析の中で環境産業の

特徴を適切に描写するためには、最終財の汚

染排出産業と環境産業の間の垂直的な産業

構造を分析に組み込む必要がある。 

以上の点を踏まえてモデルを構築し、研究

の目的に挙げた点を明らかにするべく、分析

を行っていった。 

 

４．研究成果 

（Ⅰ）小国開放経済(それゆえ完全競争市場)、

熟練労働集約的な環境産業、排出削減のため

の財・サービス(以下、環境財)の購入補助金

と環境産業への生産補助金の比較検討 

 

我々は汚染物質を排出する最終財と環境

産業からなる小国開放経済の 2部門モデルを

想定し、排出税( t )、環境財の購入補助金( s )、

環境産業への補助金(  )の効果を分析した。

その際、これらの政策の雇用効果を分析する

ために、公正賃金による失業を導入している。 



＜表 1：失業率への影響＞ 

 t  s    

失業率 上昇 低下 上昇 

 

＜表 2：総排出量への影響＞ 

 t  s    

総排出量 減少 増加 減少 

 

ここで、排出税や環境産業への補助金とは

逆に、環境財の購入補助金は最終財部門の生

産費用を軽減する効果がある。そのため、も

し我々が環境産業は汚染排出産業と比べて

熟練労働集約的であると仮定するならば、環

境財の購入補助金は、排出税や環境産業への

補助金とは逆に、熟練労働者と非熟練労働者

の賃金率差を狭め、失業率を改善することに

なる。しかしながら、最終財の生産活動が活

発化するため、総排出量は増加する可能性が

ある。排出税や環境産業への補助金の効果は、

これらと対照的である。とは逆になることが

確認できる(表 1、表 2を参照)。 

 さらに我々はこれらの効果を踏まえて、経

済厚生への影響を確認した。(一方の補助金を

ゼロとする限り)当該経済には外部不経済と

失業という二つの市場の失敗が存在する。そ

のため、もし排出税が消費者の限界外部損失

に等しい水準に課せられるならば、補助金政

策が失業を是正する目的で用いられること

になる。このとき、表 1の結果を考慮すれば、

最適な環境財購入補助金は正である一方、最

適な環境産業への補助金は負、すなわち、課

税政策となってしまうことを明らかにして

いる。 

 

（Ⅱ）最終財の寡占産業と独占リサイクル産

業、緑の消費者、リサイクルコンテント基準

(以下、RCS)の役割について 

 次に、我々は消費者の環境保護に対する意

識の違い(具体的には、リサイクル率の高い製

品に対する支払意思額の違い)を考慮に入れ

て、RCSが資源リサイクルを促進するかどう

かを検討した。その際、リサイクル材の供給

が独占企業によって行われていると想定す

ることで、これまで分析されてこなかった

RCS とリサイクル材の価格の関係を明らか

にするとともに、製品リサイクル率に対する

消費者の支払意思額の変化についても検討

している。 

本研究の比較静学の符号は、基本的に独占

リサイクル企業の限界費用とヴァージン材

の価格の大小関係に依存する。例えば、この

限界費用がヴァージン材の価格よりも高い

場合、RCSは廃棄物を減らす一方、消費者余

剰に加え、寡占競争下にある最終財企業と独

占リサイクル企業の利潤を全て低下させる

(このとき、当該製品を買わないことを選択す

る消費者は増えている)。 

逆に、独占リサイクル企業の限界費用がヴ

ァージン材の価格よりも低いのであれば、

RCS の強化は最終財部門の生産費用(限界費

用)を低下させることになる。そのため、消費

者余剰に加え、寡占競争下にある最終財企業

とリサイクル企業の利潤を全て上昇させる

が、廃棄物も増やしてしまう(このとき、当該

製品を買わないことを選択する消費者は減

っている)。 

 

（Ⅲ）最終財の国際寡占産業と公正賃金によ

る失業、排出税と輸送費の役割について 

 

 本研究では、寡占的な環境産業に公正賃金

による失業を導入するための足掛かりとし

て、最終財の国際寡占競争(相互市場モデル)

における公正賃金の役割を検討した。この分

析は Seidel(2010)に沿ったものであるが、

Seidel(2010)では環境問題が扱われていない

ため、これを考慮に入れた点が本研究の貢献

である。 

具体的には、熟練労働者一人が一企業を所

有すると仮定しており、利潤から非熟練労働



者への支払いを差し引いた残りが熟練労働

者の報酬である。そして、この報酬の増加が、

公正賃金による非熟練労働者の失業を悪化

させる要因となる。 

 以上の想定の下で、自国と外国の排出税の

引き上げと輸送費の低下が、公正賃金に基づ

く失業と総排出量に及ぼす影響を検討して

いる。まず、自国の排出税の引き上げは、総

排出量を減らすだけでなく、自国企業の市場

シェアを低下させて、熟練労働者の報酬も低

下させるため、公正賃金による失業を改善す

る。一方、企業数が増加するほど、競争圧力

が高まることを踏まえると、輸送費の低下は

熟練労働者の報酬を低下させて、公正賃金に

基づく失業を改善するが、総排出量も増加し

てしまうことが明らかとなった。 

 

（Ⅳ）完全競争的な最終財産業と寡占的な環

境産業、排出税についてのノート 

 

本研究を開始した当初、寡占的な環境産業

の分析では末端での汚染削減 (end-of-pipe 

pollution abatement)を想定する論文がほとん

どであった。これは生産量を x、環境財の投

入量を aとして、排出関数を ( , )e x a で表すと、

交差偏導関数が 2 ( , ) / 0e x a x a    となること

を意味している。 

もし我々がこの仮定を緩和するならば、最

終財部門における最終財の生産量と環境財の

投入量を独立的に決定することができなくな

り、上記の交差偏微分の大きさが、総排出量

にも影響を与えることになる。 

もし上記の効果が大きくなると、排出税を

引き上げても環境財の生産量が増加しない可

能性があり、そのようなケースでは、末端で

の排出削減のケースとは異なり、(参入退出を

考慮しない短期の場合でも)最適な排出税が

限界外部損失よりも低くなる可能性があるこ

とを示した。 

 

＊しかしながら、上記の議論では排出関数の3

階微分は全てゼロと仮定している。そして、

このような仮定を満たす具体的な排出関数を

想定すると、パラドキシカルな結果は起こら

なかった(現在、3階の微分がゼロではないケ

ースを検討中である)。 
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